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　ＳＢＩリーシングは、ＳＢＩグル

ープのＳＢＩマネープラザから独

立して2017年に発足した。船舶向

けＪＯＬＣＯはＳＢＩマネープラ

ザ時代の16年に開始。ナビゲート

（現ＣＴＩ）向けのケミカル船（北

日本造船建造）を皮切りに、21年

９月までに、海外のオペレーター・

リース会社向けの自動車船（ＬＮ

Ｇ焚きを含む）や１万5000ＴＥＵ

型コンテナ船など、約15隻のＪＯ

ＬＣＯを組成してきた。16年９月

～ 21年９月の船舶のＪＯＬＣＯの

出資引受額（エクイティ）は合計

264億円（コンテナを含む）で、

金融機関からの借入金（ノンリコ

ースローン）を含めたアセットベ

ースの組成金額は約972億円（同）

になる。

　ＳＢＩリーシングの階戸雅博副

社長は、「われわれが船舶向けの

ＪＯＬＣＯを開始してからまだ５

年だが、今年度に限れば業界でト

ップレベルの組成金額になってい

る」としたうえで、「当社の今年度

の航空機も含めた日本型オペレー

ティングリース全体の組成額は、

エクイティベースで500億～ 550億

円を見込んでいる。それを来年度

は700億～ 800億円に伸ばしたい

と考えており、そのうちの４分の

１程度を船舶向けに充てることを

計画している。一般の船主との競

合を避けるという視点からもメガ

コンテナ船やＬＮＧ燃料の自動車

船・大型バルカーなどがターゲッ

トになるが、これにより船舶向け

はアセットベースで約2000億円程

度の規模感を見込んでいる」と今

後の目標を語った。

　ＪＯＬＣＯという商品の性格上、

ケミカル船、自動車船などマーケ

ットのボラティリティが比較的小

さい船種を中心に投資してきた

が、船種のバリエーションを徐々

に拡大し、今年度中にブラジル資

源大手ヴァーレとの輸送契約に投

入される大型鉱石船（ＶＬＯＣ）

や、国内造船所建造のカムサマッ

クス・バルカー、大型ＬＰＧ船（Ｌ

ＧＣ）などが加わる予定となって

いる。

　昨年10月に発足した船舶事業

部は年明けから４人体制に拡充し

た。階戸副社長は「専門部署を設

置したのは、船舶向けのＪＯＬＣ

Ｏの拡大に加えて自社船ビジネス

を行うため。自社船を持つことで

海運業界でのわれわれのプレゼン

スを高めるとともに、船舶に対す

る知見と経験を増やすことでＪＯ

ＬＣＯの投資家の皆様により安心

して投資して頂けるようにしたい。

ハイリスク・ハイリターンをねら

うのではなく、手堅いものから始

める。できれば今年度中に１隻を

購入したい」と語った。まずはケ

ミカル船やＭＲ型プロダクト船な

どの中古船を購入して裸用船（Ｂ

ＢＣ）で運用することを検討して

■

いるという。

　川﨑聡船舶事業部長は今後の

事業展開について、「当社の強み

は地域金融機関とのネットワーク。

これを生かして、ＪＯＬＣＯの投

資家紹介、ＪＯＬＣＯ向けシニア・

ローンの取組、当社保有船へのバ

ックファイナンスという複合取引

で地域金融機関とのリレーション

を強化していきたい。将来的に当

社では取組実績のない国内造船

所・用船者の新造船というオール

ジャパンパッケージの案件が組成

できれば、投資家により魅力ある

商品を提供できる」と述べた。

　また、ＪＯＬＣＯマーケットの

現状について「足元では、中小企

業などの税の繰り延べニーズは引

き続き非常に強いが、一方で商品

の供給量は限られており、販売を

開始するとその日のうちに完売す

る状況だ」と話す。

　同社の船舶向けＪＯＬＣＯの投

資期間は概ね８年未満で、航空機

の９～10年と比べて短いことが投

資家にとっての優位性になってい

る。投資家１社当たりの平均投資

額は約5000万円という。階戸副社

長は「ＪＯＬＣＯの販売は伝統的

に対面販売が中心だが、徐々にコ

モディティ商品化していることも

あり、ＳＢＩグループが得意とす

るＤＸ活用による販売をこの分野

に広げていくという対応も将来的

にはあるかもしれない」と語った。

　ＳＢＩホールディングス（北尾吉孝代表取締役社長兼ＣＥＯ）傘下のＳＢＩリーシングサー

ビス（久保田光男代表取締役執行役員社長、以下、ＳＢＩリーシング）が、船舶向けＪＯＬＣ

Ｏ（購入選択権付き日本型オペレーティングリース）の組成・販売を拡大している。同社の

2021年度上半期の船舶向けＪＯＬＣＯ組成金額（アセットベース）は253億円（コンテナを除く）

となり、下半期も200億円を超える組成を見込む。同社は船舶関連事業を強化するため、専門

部署の「船舶事業部」を昨年10月に設置。ＪＯＬＣＯ組成だけでなく自社保有による用船事業

への参入も検討しており、今年度中の立ち上げを目指している。

ＳＢＩリーシング、船舶専門部署を設置


